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令和２年７月１日付課資３－７ほか３課共同「『租税特別措置法（株式等に係る譲渡所得等関係）の取扱いについて』等の 

一部改正について（法令解釈通達）」の新旧対照表の正誤表 

 

第１ 「租税特別措置法（株式等に係る譲渡所得等関係）の取扱いについて」関係 

内容 ７頁 改正後及び改正前の「⑷ ・・・・・」と表記していた部分を訂正したもの（網掛け部分） 

正 

改     正     後 改     正     前 

（契約不履行等事由が生じた場合の課税対象となる未成年者口座内上場株式等に係る

譲渡所得等の申告不要の適用を受けた場合の効果） 

37の14の２－16 ･･･ 

⑷ 所得税法第121条第１項第１号に規定する「給与所得及び退職所得以外の所得金

額」 

･･･ 

（契約不履行等事由が生じた場合の課税対象となる未成年者口座内上場株式等に係る

譲渡所得等の申告不要の適用を受けた場合の効果） 

37の14の２－16 ･･･ 

 ⑷ 所得税法第121条第１項に規定する「給与所得及び退職所得以外の所得金額」 

  

･･･ 
 

誤 

改     正     後 改     正     前 

（契約不履行等事由が生じた場合の課税対象となる未成年者口座内上場株式等に係る

譲渡所得等の申告不要の適用を受けた場合の効果） 

37の14の２－16 ･･･ 

 ⑷ ・・・・・ 

･･･ 

（契約不履行等事由が生じた場合の課税対象となる未成年者口座内上場株式等に係る

譲渡所得等の申告不要の適用を受けた場合の効果） 

37の14の２－16 ･･･ 

 ⑷ ・・・・・ 

･･･ 
 

 

第２ 「租税特別措置法（山林所得・譲渡所得関係）の取扱いについて」本文関係 

内容 19頁 改正後の本文を訂正したもの（網掛け部分） 

正 

 

改     正     後 改     正     前 

（配偶者居住権等を有していた者の居住の用に供する建物の判定） 

33－38の３ ･･･、配偶者居住権又は当該配偶者居住権の目的となっている建物の敷地

の用に供される土地等を当該配偶者居住権に基づき使用する権利を有していた者

が、･･･ 

（新 設） 

誤 

改     正     後 改     正     前 

（配偶者居住権等を有していた者の居住の用に供する建物の判定） 

33－38の３ ･･･、配偶者居住権又は当該配偶者居住権の目的となっている建物の敷地

の用に供される土地等を使用する権利を有していた者が、･･･ 

（新 設） 
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内容 27頁 改正後及び改正前の「・・・・・」と表記していた部分を訂正したもの（網掛け部分） 

正 

改     正     後 改     正     前 

（2,000万円控除等の特例と特定の事業用資産の買換えの特例） 

37－20 ・・・・・、当該譲渡した資産のうちに措置法第34条《特定土地区画整理事

業等のために土地等を譲渡した場合の譲渡所得の特別控除》の規定の適用を受け

ることができる土地等（以下この項において「特別控除対象土地等」という。）が

あり、・・・・・、特別控除対象土地等以外の資産について･･･ 

（2,000万円控除等の特例と特定の事業用資産の買換えの特例） 

37－20 ・・・・・、当該譲渡した資産のうちに同法第34条《特定土地区画整理事業

等のために土地等を譲渡した場合の譲渡所得の特別控除》の規定の適用を受ける

ことができる土地等（以下この項において「特別控除対象土地等」という。）があ

り、・・・・・、特別控除対象土地等以外の資産について･･･ 
 

誤 

改     正     後 改     正     前 

（2,000万円控除等の特例と特定の事業用資産の買換えの特例）  

37－20 ・・・・・、特別控除対象土地等以外の資産について･･･ 

（2,000万円控除等の特例と特定の事業用資産の買換えの特例）  

37－20 ・・・・・、特別控除対象土地等以外の資産について･･･ 
 

内容 28、29頁 改正後の(注)１⑴を訂正したもの（網掛け部分） 

正 

 

改     正     後 改     正     前 

（同一の号に規定する買換資産が２以上ある場合に付すべき取得価額） 

37の３－１ ･･･ 

(注)１ ･･･ 

⑴ ･･･、同欄に掲げる買換資産を･･･ 

（同一の号に規定する買換資産が２以上ある場合に付すべき取得価額） 

37の３－１ ･･･ 

 

誤 

改     正     後 改     正     前 

（同一の号に規定する買換資産が２以上ある場合に付すべき取得価額）  

37の３－１ ･･･ 

(注)１ ･･･ 

⑴ ･･･、同号の下欄に掲げる買換資産を･･･ 

（同一の号に規定する買換資産が２以上ある場合に付すべき取得価額）  

37の３－１ ･･･ 
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第２ 「租税特別措置法（山林所得・譲渡所得関係）の取扱いについて」別表関係 

内容 46、47頁 改正後の「備考」欄※２を訂正したもの（網掛け部分） 

正 

 

  

改     正     後 改     正     前 

別表１ 

優良住宅地等のための譲渡に関する証明書類等の区分一覧表 

 

１ 優良住宅地等のための譲渡（措置法第31条の２第２項関係） 

譲渡の区分 
添付すべき 

証明書類 
発 行 者 根拠条項 備  考 

     

⑭ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 

※２ ･･･同条第12号の３に規

定する分割承継法人が当該

造成を行う場合には、当該

「法人」は、当該分割をし

た･･･  
 

別表１ 

優良住宅地等のための譲渡に関する証明書類等の区分一覧表 

 

１ 優良住宅地等のための譲渡（措置法第31条の２第２項関係） 

譲渡の区分 
添付すべき 

証明書類 
発 行 者 根拠条項 備  考 

     

⑭ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 
 

誤 

 

改     正     後 改     正     前 

別表１ 

優良住宅地等のための譲渡に関する証明書類等の区分一覧表 

 

１ 優良住宅地等のための譲渡（措置法第31条の２第２項関係） 

譲渡の区分 
添付すべき 

証明書類 
発 行 者 根拠条項 備  考 

     

⑭ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 

※２ ･･･同条第12号の３に規

定する分割承継法人が当該

造成を行う場合には当該分

割をした･･･ 
 

別表１ 

優良住宅地等のための譲渡に関する証明書類等の区分一覧表 

 

１ 優良住宅地等のための譲渡（措置法第31条の２第２項関係） 

譲渡の区分 
添付すべき 

証明書類 
発 行 者 根拠条項 備  考 

     

⑭ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 
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内容 48、49頁 改正後の「備考」欄※２を訂正したもの（網掛け部分） 

正 

 

改     正     後 改     正     前 

別表１ 

優良住宅地等のための譲渡に関する証明書類等の区分一覧表 

 

１ 優良住宅地等のための譲渡（措置法第31条の２第２項関係） 

譲渡の区分 
添付すべき 

証明書類 
発 行 者 根拠条項 備  考 

     

⑮ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 

※２ ･･･同条第12号の３に

規定する分割承継法人が当

該建設を行う場合には、当

該「法人」は、当該分割をし

た･･･ 
 

別表１ 

優良住宅地等のための譲渡に関する証明書類等の区分一覧表 

 

１ 優良住宅地等のための譲渡（措置法第31条の２第２項関係） 

譲渡の区分 
添付すべき 

証明書類 
発 行 者 根拠条項 備  考 

     

⑮ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 

 

誤 

 

改     正     後 改     正     前 

別表１ 

優良住宅地等のための譲渡に関する証明書類等の区分一覧表 

 

１ 優良住宅地等のための譲渡（措置法第31条の２第２項関係） 

譲渡の区分 
添付すべき 

証明書類 
発 行 者 根拠条項 備  考 

     

⑮ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 

※２ ･･･同条第12号の３に

規定する分割承継法人が当

該建設を行う場合には当該

分割をした･･･ 
 

別表１ 

優良住宅地等のための譲渡に関する証明書類等の区分一覧表 

 

１ 優良住宅地等のための譲渡（措置法第31条の２第２項関係） 

譲渡の区分 
添付すべき 

証明書類 
発 行 者 根拠条項 備  考 

     

⑮ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 
 

 


